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「マルクス ・モデル」の諸性質 と

生産要素 としての労働の本源性

山 下 裕 歩

大 西 広

は じ め に

本稿は,大 西[2002]が その基本的な考え方を提起 し,山 下 ・大西[2002]

が定式化した 「マルクス ・モデル」1)の特質を明らかとする諸研究の一翼をな

すものである、,こうした目的の研究 としては,す でに大西 ・山下[2002]が,

モデルの含意が時間選好率や 「階級分裂」あるいは初期資産格差によって変わ

るものであるかどうかを検討 している。 しか し,そ こでのそうした諸仮定の変

更 ・比較は同…のモデル=生 産関数体系を基礎としているため,実 は生産関数

の変更によって検討の帰結の変わる"丁能性が残されている。そのため,本 稿で

は比較の対象とされるべ き4種 の生産関数体系を導 き,そ うした帰結に変化が

あるかどうかを調べる。検討の結果として.生 産関数体系は労働を唯一の本源

的生産要素 としているものかどうかが重要であることが示される,、

1持 続的成長と本源的生産要素

1比 較対象 モデルの設定

と ころで,本 稿 が 比 較 検 討 す る対 象 と して の大 西 ・山下[2002]が 導 き出 し

た 「マ ル ク ス ・モ デ ル」 の 諸特 徴 とは次 の よ うな もので あ った.す な わ ち,

1)こ こで本源的生産要素が労 働のみのモデルを 「マ'レクス ・モデ ル」 と呼、"のは大西[20021の

労働価値説理解に もとづいている。
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1.分 析的マルクス主義モデルの仮定に従って 「富者」の搾取を本モデルに

導入したとしても,分 析的マルクス主義モデルの結論 と異な り初期資産の

格差はそれほど重要ではない。

2.時 問選好率の格差は長期均衡における資産格差を帰結するが,成 長径路

は主体による選択という意味で 「最適」なものとなる。

3.労 働者は全所得を消費し,資 本家は全収入を投資するというような 「階

級分裂」のケースには定義的に階級格差が残るばか りでなく,そ れが各経

済主体の貯畜/消 費比率を固定化するために,成 長径路が最適なものか ら

乖離する。

しかし,こ の3つ の結論を更に検討すると,分 析的マルクス主義の定義によ

る 「搾取」が 「最適」径路を辿るモデルでクリティカルに影響 しなか った理由

は,そ れら(時 間選好率が同一のモデルと不同のモデル)が ともにある一定の

定常均衡点を持つこと=成 長を停止することにあった。つまり,わ れわれの帰

結にとって,成 長がある,点で停止するのか しないのかという問題は非常にクリ

ティカルであったことがわかる。

したがって,本 稿が検討しなければならない問題は,2本 の生産関数体系と

して示されるモデルのどのような特徴がそうした成長の停止/持 続の問題 を決

定するのかという問題を明らかにすることである。この点では,一 般 に,持 続

的成長の有無は生産関数が収穫逓減性を持つかどうか によるとされるから,

我々の検討は収穫逓減性を持たない生産関数を導入したケースを対象 としなけ

ればならない。

また,こ こでの 「迂回生産モデル」としての我々のモデルの特徴から止産関

数体系が検討されなげればならない もうひとつのボイントは,本 源的な生産要

素として何が設定されているかである。我々の 「マルクス ・モデル」では,消

費財が資本と労働によって生産されるとしても,そ の生産要素の一方である資

本がさらに労働で しか生産できない ものであれば,方 程式体系全体 としては労

働のみが唯一の本源的生産要素であることになる。生産関数を体系として理解
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するということはこうした問題を含んでいる。実際 消費財の生産関数 として

AK型(r=、4κ)を 採用するということも,こ の限 りでここでの生産要素を

資本のみ とすることを意味し,そ の意味でやはり生産要素の設定問題としてこ

の生産関数体系の比較問題を理解することがで きる。

したがって,こ れ らのことから,我 々の比較検討の対象 とされるべ き生産関

数体系の分類基準は,(i)最 終生産物(消 費財)の 生産関数をAK型 とするか,

基本モデル(コ ブ ・ダグラス型)の ようにするか,(の 本源的生産要素を何 と

するか,と なろう。そしてまた,こ のふたつの基準からいくつかの生産関数体

系を考案するならば,そ れは基本モデルを含めた次の4種 のモデルとなろう。

すなわち,

1.本 源的生産要素が労働のみのコブ ・ダグラス型モデル(第1モ デル)

2.本 源的生産要素が資本と労働のコブ ・ダグラス型モデル(第nモ デル)

3.本 源的生産要素が労働のみのAKモ デル(第 皿モデル)

4.本 源的生産要素が資本のみのAKモ デル(第IVモ デル)

ここでは便宜のために時にそれぞれを 「第1モ デル」「第Uモ デル」「第皿モ

デル」「第Wモ デル」と呼ぶ、,

24種 のモデルの基本的構造

それ で は,そ の 特 徴 づ け に従 って次 に こ の4種 のモ デ ルの 方 程 式 体 系 を定 義

しよ う。 本 稿 で は,次 の よ う にそ れ ぞれ を定 義 す る 。す なわ ち,

1.本 源 的 生産 要 素 が 労 働 の み の コブ ・ダ グ ラス型 モ デ ル(第1モ デ ル)

γ(護)=A[s(置)L】1一α、κ(」)α(1)

k(')=矧1-s(オ)1L一 δκ(云)(2)

2.本 源 的 生 産 要 素 が資 本 と労 働 の コ ブ ・ダ グ ラ ス型 モ デ ル(第 皿モ デ ル)

γ(オ)=五五1一α[φ(6)K(≠)]α(3)

κ(オ)=Bl1一 φ(渉)]κ(∫)一δK(ご)(4)

3.本 源 的生 産 要 素 が 労 働 の み のAKモ デ ル(第 田モ デ ル)
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γ(∫)=Aκ(')(5)

κ(彦)=BL一 δK(♂)(6)

4.本 源 的 生 産 要 素 が 資 本 の み のAKモ デ ル(第Wモ デ ル)

γ(')=Aφ(♂)κ(∫)(7)

κ(∫)=B[1一 φ(オ)]K(ご)一δK(オ)(8)

こ こで まず,記 号 の 説 明 をす る と,γ は消 費財 生 産2),Lは 社 会 に存 在 す る

全 労 働 力 で 一定,Kは 消 費 財 生 産 の た め の資 本 ス トック,sは 全 労 働 の 内 消 費

財 生 産 に使 用 さ れ る割 合,φ は 全 資 本 の 内 消 費 財 生 産 に使 用 され る 割合,δ は

減 価 償 却 率,ρ は 時 開選 好 率.α,A,β は そ れ ぞ れ の生 産 関 数 の 固 定 的 な 技

術 係 数 を表 して い る31。ま た,γ(♂),K('),5(`),φ(話)は そ れ らが 時 間 と共 に

変 化 す る こ とを示 して い る,,

そ の よ うに記 号 を理 解 す る と,そ れ ぞ れ の モ デ ル の特 徴 が 明 らか とな る。

まず 第 一 に,そ れ ぞ れ の モ デ ルの 本 源 的 生 産要 素 を確 認 して お こ う。 こ こで

は,「 基 本 モ デ ル」=第1モ デ ルが2要 素(か つ 規 模 に 関 す る収 穫 一 定)の コ

ブ ・ダグ ラ ス型 を とって い るが,そ の 一 方 の 生 産要 素 で あ る資 本 が(2)式 に お

い て労 働 のみ で 生 産 され て い るた め,こ れ は労 働 を唯 一 の本 源 的 生 産 要 素 と し

て い る こ と に な る4,。 した が っ て,こ の(2)式 の 形状 を(4)式 の よ うに 資 本 の

み で 生 産 され る形 に書 きか え れ ば,本 源 的 生 産要 素 が 労 働 のみ で な く,資 本 も

本 源 的 で あ る こ と にな る(第nモ デ ル)。 また,消 費 財 生 産 関 数 がAK型 を採

る 第 皿.第IVモ デ ル につ い て は,消 費 財 部 門が 資 本 のみ の 関 数 に な って い て も,

そ の 資 本 財 生 産 が 労 働 の み に よ っ て され て い るの か(第llモ デ ル),や は り資

本財 のみ で 生 産 され てい るの か(第IVモ デ ル)に よ っ て性 格 が 異 な って くる。

前 者 で は本 源 的 生 産 要 素 が 労働 の み とな り,後 者 で は資 本 の み と な る。

2)消 費財 は各期に全て消費される,あ るいは消 費財 は保存不可能 と仮定す る、

3)各 パ ラメー タは,0≦s≦1.0≦ φ≦1,0く α<1,δ>0.ρ>0 ./1>0,8>0を 満たす もの と仮

定す る,、

4)た だ し,(2)式 をさ らに2生 産要 素の2本 の方 程式 に書 き換 えられ る こ とは山 下 ・人西

[2002]の 注1で 示 した.
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第二に,以 上のようにそれぞれ2部 門の生産要素を整理すると,両 部門にと

もに使用される生産要素がある場合,全 社会に存在するその生産要素をふたつ

の部門にどう配分す るか という間題が生 じる。第1モ デルでは,労 働Lを ど

う配分す るかという問題として,そ して.第H,第Wモ デルでは,資 本Kを

どう配分するか という間題として問題が存在 し,そ れは最適化問題として解か

れなければならない。逆に言 うと,そ うした問題の存在しない第皿モデルでは,

存在する全労働Lが 常に資本財生産に使用され,そ れで決まる資本財の各期

の増量が常に消費財生産の生産増にそのまま直結することになる。 したがって.

この第皿モデルには最適化問題が存在 しない5〕。

第三に,成 長の持続/停 止 という観点から,各 モデルの性質を見てみる。第

皿1モデルの(6)式 は,

κZK=B〃K一 δ(9)

と書き換えられることによって,(皿)=Bノ δ なる長期均衡で資本の成長が

停止 し,よ って社会全体の成長が停止する。 しか し,第Hモ デルの(4)式 や第

Wモ デルの(8)式 の同様の変形では,

κZκ一B(1一 φ)一δ(IO)

となって,持 続的にこれが正である可能性が残る。より詳 しく言えば,第Hモ

デルと第Wモ デルでは,(4)(8)式 における資本の限界生産力 βが時間選好

率 ρと減価償却率 δの和(ρ+δ)を 超える限 り経済は持続的に成長する%こ

こで,時 間選好率 ρが関係 して くるのは,経 済主体の効用最大化行動が関係

している,、例えば ρが極端 に大きい場合,す なわち,極 端 に 「現在」を重要

視する場合,資 本を食いつぶしてで も現在の消費を上昇させることが最適とな

り得 るのである。言いかえれば,経 済主体は φ=1を 選択 し,全 資本を消費

財生産に投入 し,資 本はその減耗率で減少していく状況が最適とな り得る。す

5)「 最適化問題が存在 しない」 と言 うかわ りに,最 適化問題の解が 自明で あ り,そ れは 「資本財

姥 産に全労働力 を投 入す ることである」 とい うこと もで きる。

6)詳 しくは後の最適解 を見よ。
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なわち,資 本の限界生産力,資 本減耗率,時 間選好率の相対的な大小関係で,

資本蓄積 と資本の食いつぶ しのどちらが最適かが決定 される。我々は以降

B>(ρ+δ)を 仮定する。一方,第 皿モデルでは,労 働が直接消費財を生産で

きないので,た とえどんなに時間選好率が大きくても,全 労働を資本牛産に投

人 し,そ の資本で消費財を生産するとい う迂回生産 しかない。故に長期均衡に

ρが関係 してこないのである.

ただ,こ の成長の持続/停 止 とい う間題で我々が知るべきは,結 局,成 長を

停止 させているのは労働のみが本源的生産要素となっているモデルであるとい

うことである.本 稿の出発点は前述のように成長の持続性間題が重要だからこ

そ,一 般に持続的成長をもたらすAK型 の生産関数に入れ替えて我々の諸結

果を再検討 しようとい うものであった。が しか し,上 記のように生産関数が

AK型 で はあっても第皿モデルのように成長は停止することがあり,逆 にコ

ブ ・ダグラス型で資本,労 働のそれぞれの限界生産性が1を 下回ったとしても

資本が本源的生産要素 として存在 しうるならば(第Hモ デル)成 長は持続する。

この違いは,資 本が再生産可能であるのに対して,労 働は現存する量に限界づ

けられ,そ の成長がない限 り,そ れのみを本源的生産要素とするモデルではい

ずれ成長が停止せざるを得ないか らである。 この意味で,我 々の 「基本モデ

ル」にとって重要なのは,生 産関数の形一般ではなく,労 働のみを本源的生産

要素 としていることであることが予想される。以下では,そ の間題をより詳細

に検討する。

II第H・ 第 皿 ・第Wモ デ ルの 最 適 径 路

本節では前節での予想を確認するために必要な具体的計算を行なう。特に,

第H,第1Vモ デルは山下 ・大西12002]の 基本モデル=第1モ デルと同様の無

限期間の最適化問題 として解かれなければならず,よ ってここでの主要な課題

となる。
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1第 ∬モデルの最適径路

まず,第1モ デルの最適成長径路を計算する。ここでの最適化問題は以下で

表わされる。

maxU一 ∫ の〆q・gγ(鋤(・1)

s.t.κ('〉=Bl1一 φ(f)IK(オ)一δκ(∫)

γ(')二温1一 α[φ(')κ(ψ)]α(12〉

こ こで,Uは 通 時 的 効 用,logyは 時 点 ∫の 瞬 時 的効 用,ρ は 時 間 選 好 率 を

表 す 。 ま た.前 述 した よ うにB一 δ>ρ を 仮 定 す る。 これ は.資 本増 殖 の 生 産

性 が 十 分 高 い こ とを意 味 して い る。 この仮 定 に よ り,将 来 のた め に資 本 を蓄 積

す る よ り も,現 在 に よ り多 くの 消 費 を行 い,資 本 量 を低 下 させ て い く方 が 効 用

が高 くな る よ うな均 衡 が 排 除 され る。 さ て,こ の時 の最 大 化 間 題 の 経 常 価 値 ハ

ミル トニ ア ン 謝πは,

鵡 二logr(ぱ)+λ[B(1一 φ)K一 δ瑚

=lo9/1十(1一 α)logL十 αlo9φ 十α10gK

+λ[β(1一 φ).κ一 δ瑚(13)

で あ る 。 変 数 λは,各 時 点 の価 値 で 表 わ さ れ た 資 本 の シ ャ ドウ ・プ ラ イ スで

あ る。 経 済 主 体 の 選 択 変 数 は φで あ る。 す な わ ち,蓄 積 さ れ た資 本 の 内,ど

れ だ け を消 費 財 生 産 に投 入 す るか を決 定 す る。1階 条 件 は次 式 で あ る。

鍔π α一 二 一rBλK=0(14)
∂φ φ

塑 一 旦+λB(1一 φ)一λδ一 一え+ρλ(15)
∂KK

この(14)(15)式 か ら,φ に関 す る微 分 方程 式,

αφ=α βφ2一αρφ(16)

を得 る。 こ こで.φ が 一 定 と な る定常 状 態 を 求 め る た め に,φ ニ0と す る と,

αφ(Bφ 一ρ)=0⇔ φ=0,ρZB(17)
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第1図 モデ ルπ ・IVの位 相図
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を得 る.こ こで,φ=0の 解 は 消 費 を一 切 行 わ ず,全 資 本 を資 本 の増 殖 に動 員

す る こ とを意 味 す る。 しか し,こ れ は明 らか に効 用 最 大 化 に 反 す る の で,φ=

0の 解 は排 除 され る。 故 に,φ=ρ 招 で あ る。

一 方
,k=0と な る よ う な φ は(12)式 か ら,

(B一 δ)φ=(18)

8

で あ る。 以 上 か ら図1の よ うな 位 相 図 を得 る、、 こ こで は,κ ニφニ0と な る よ

うな 定 常 状 態 は 存在 せ ず,経 済 の最 適 経 路 は φ=ρ∠8で 一 定 とす る こ とで あ

る。 この と き資 本 の 成 長 率 は,φ=ρ 昭 を(12)式 に代 入 して,

k

π=B一 ρ一δ(19〉

とな る。 また 消 費 の 成 長 率 は,

アー=α(β 一 ρ一 δ)

y
(20)

"
るなと

7)こ の ように消費水準は永遠に成長 してい くが,効 用が発散 しない ように2ρ>β 一δ>ρ を仮定

す る,、また,こ の ことは以 下の第∬モデ ルについて も同様 である。
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2第 皿モデルの最適経路

既に述べたように,第 皿1モデルでは選択変数が存在せず.そ の意味で最適化

問題は存在 しない。 しか し,言 いかえれば,生 産要素を完全に活用する経路.

すなわち.全 労働力を資本蓄積に活用し,今 度は全資本を活用 して消費財を生

産することが最 も効率的である。ここではこの経路を求める。

まず,第 皿モデルでは経済主体による選択問題が存在 しないので、資本蓄積

は(6〉式にそのまま従 う。(6)式 を変形すると,

痘κ=尻/K一 δ(21)

を得る。,初期資本 凡 が十分小さく,ま た資本生産の生産性 βが十分大 きいと,

尻 〃ζ一δ>0と な り,資 本は成長 していく、、しか し、資本蓄積と共にBL/κ

一δの値 は低下 していき.資 本成長率 は低下する。故に.資 本は増加 しなが

ら κ*ニβLノδ に収束する。つま り長期には資本の成長は停止 し、また消費の

成長 も停止する。あるいは,こ のことは次のようにも確認できる。第皿モデル

では資本蓄積の経路を明示的に求めることがで き,今,初 期資本 κ(0)を κ。

とすると,(6)式 あるいは(21)式 の一般解は,

K(の一(瓦 一誓)ゼ 御+黒(22)

となる。この式から分かるように,ど のような瓦 から出発す るにせ よ,資 本

ストック水準 はBL/δ に収束す る。前述のよ うに,初 期資本ス トック κoが

十分小さいことを仮定すれば.資 本は増加しながらBμ δに収束する。

3第IVモ デルの最適径路

最後に,第Wモ デルの最適成長径路を計算する。ここでの最適化問題は以下

で表わされる。

maxU一 ∫ 。。6一か'1・9轍(23)

s,t.κ(ぱ);8r1一 φ(孟)IK(ご)一 δK(`)
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γ(')=・4¢(ず)κ(')(24)

こ の最 適化 問題 の経 常価 値 ハ ミル トニ ア ン 掲yは,

%"=10gγ(`)十 λ[B(1一 φ)κ一δ超

=lo9/1十 夏09δ十lo9κ 十λ[β(1一 φ)κ一δK](25)

で あ る。 最 適 化 の1階 条件 は,

∂謝"1一=一r8λ κ=0(26)

∂φ φ

塑 塁+λB(・ 一φ)一λδ一 一λ+ρλ(27)

∂κ κ

で あ る,,こ の(26)(27)式 か ら,φ に 関す る微 分 方 程 式,

φ=Bφ2一 ρφ(28)

を得 る。 これ は,第 πモ デ ル に お け る(16)式 と同 じで あ る。 また,資 本 蓄 積 を

表 わ す 式 も同 じで あ る。 す なわ ち,資 本 κ と φ に関 す る位 相 図 は 第 πモ デ ル

の場 合 と同 じ第1図 で 表 わ され る。 故 に.第Wモ デ ル にお け る最 適 経 路 は 第 π

モ デ ル 同様 φ=ρ招 で表 わ され る。 資 本 と消 費 の成 長率 は,

κ アー ニー=β 一ρ一δ(29)
κy

とな る。 第Hモ デ ル との相 違 は消 費 の成 長 率 が 第IVモ デ ル の方 が1危>1倍 大

きい とい う こ とで あ る。 これ は,消 費 財 生 産 関数 がAK型 に な って い る こ と

を 反映 してい る。

lll4種 モデルの諸性質

以上の予備的考察を前提に,最 後に本節では,こ れ ら4種 のモデルヘの時間

選好率格差.「 階級分裂」および初期資産格差の影響を大西 ・山下[2002]と

同様の方法で検討 したい。その結果は第1表 に整理されているが,そ の説明 と

いう形でそれぞれの結果を解説してみたい。表中の①,② 行は生産関数の特徴

③,④ 行は第1節 で見たモデルの基本的特徴である。これらを前提に⑤⑥⑦⑧

行について述べることにする。
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第1表 各 モデルの性質

モ デ ル 1 H 田 w

①消費財生産関数型 コブ ダグラス コプ・ダグラス AK AK

②本源的生産要素 労働 労働 ・資本 労働 資本

③選択問題の有無 有 有 無 有

④成長の持続/停止 停止 持続 停止 持続

⑤時問選好率格差の影響 格差持続 格差拡大 影響なし 格差拡大 ④③より

⑥初期資産格差の影響 格差縮小 格差拡大 格差縮小 格差拡大 ④←②が規定

⑦「搾取」の有無と傾向 有/消滅 有/持続 無 無 ①⑥力親定

⑧「階級分裂」の影響 非最適径路 一 最適径路 一

1時 間選好率格差の影響

まず,⑤ 行の時間選好率格差の影響について論 じる。基本モデル=第1モ デ

ルでは,経 済主体間での時問選好率格差は定常状態での資本ス トック水準に相

違をもたらした。では,他 の3モ デルではどのような影響があるのだろうか。

この問題については,ま ず第皿モデルが第 皿一2節 で見たように定常状態に

おいても(22)式 で示される移行径路にも時問選好率 ρが影響 しない ことが注

目される,.この意味で第皿モデルでは時問選好率格差 というものは存在 しない、,

これは第皿モデルでは,経 済主体の持つそれぞれの時問選好が彼等の行動に一

切影響しないからである。彼等の行動は,全 労働で資本を生産し,そ の資本全

てを投入 して消費財を生産することとここではなっている.

しか し,他 方の第π・Nモ デルでは,第1-1.第H-3節 で見たように,資

本は常に一定率 β一ρ一δで成長す る。ここで,時 問選好率 ρに相違があれば.

それらの主体問で資本の成長率が異なることになる。故に,資 本ス トックの格

差は時間と共に拡大 してい くことになる。 ここで注意 しなければならないのは,

基本モデルでは定常状態では一定となる資本ス トックの水準に格差が生 じたの

に対し,第H・Wモ デルでは常に一定である資本成長率に格差ができるという

ことである。すなわち,第H・ 第IVモ デルでは,第1モ デル=基 本モデルと比

較 して,は るかに大 きな資産格差が生 じるのである,、
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また,こ の時問選好率格差の影響が初期資産格差の影響 と比べても非常に大

きいことが重要である。前節で見たように,第H・Wモ デルでの初期資産格差

は,絶 対水準で資産格差拡大を意味 したが,保 有資産の比は・一定であった。し

か し,時 開選好率に相違があれば,保 有資産の比率も拡大 していくのである。

つまり,時 間選好率格差は初期資産格差よりもより速い速度で絶対水準資産格

差拡大を引き起 こすのである。

2初 期資産格 差の影響

次 に⑥ 行 の 初 期 資 産 格 差 の 影響 につ い て は,移 行 経 路 と定 常状 態 に分 けて考

え る こ とが で き る。 大 西 ・山 下[2002]で 述 べ られ た よ う に,基 本 モ デ ルで は,

移 行 経 路 にお い て は,常 に 資 産 格 差 が残 る。 しか し,富 者 も貧 者 も,そ の 時 問

選 好 率 が 同 じな らば,目 標 とす る最 適 資本 ス トック水 準 は 同 じで あ る。 故 に,

定 常 状 態 にお い て 資 産 格差 は 消滅 す る 。

一 方
,第 皿 ・IVモ デ ルの よ う に,資 本 を常 に一定 率 で 成 長 さ せ る こ とが 最 適

で あ る場 合,初 期 資 産 格 差 は 永 遠 に存 続 す る資 産 格 差 を意 味 す る。 例 えば,貧

者 の 初 期 資 本 ス トックが 瑠.富 者 の 初 期 資 本 ス ト ックが κ♂と しよ う。 こ こ

で,K♂<碍 で あ る。 おの お の の 最 適 な 資 本 ス ト ック の経 路 は,

んρ=κ♂exp(B一 ρ一δ)∫

κ,7=κ♂exp(β 一ρ一δ)∫

で あ る。 故 に,資 産 格 差 の比 は一 定 で κ♂/瑠 とな る。一 方.水 準 で の 資 産 格

差 は,

緯 一即=(癬 一 κ♂)exp(β 一ρ一δ)∫

とな り,拡 大 してい く。 この よ う に,第H・IVモ デ ル の よ うに経 済 が持 続 的 に

成 長す る場 合 は,資 産 格 差 は拡 大 す るので あ る.

また,第 皿モ デ ル に 関 して は,資 本 蓄 積 経 路 は(22)で 表 わ され る。 こ こで,

初 期 資 本 ス トックに 貧 者 と富 者 で相 違 が あれ ば,(22)式 の 右辺 第1項 に差 異 が

生 じ,富 者 の 方 が 常 に よ り大 きな 資 本 を保 有 す る こ と にな る。 しか し,こ の有
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辺 第1項 は 時 問 と共 に減 少 してい く。 一方,右 辺 第2項 は初 期 資 産 格 差 には 影

響 され な い の で,第1モ デ ル同様 、 定 常 状 態 で は資 産 格 差 は消 滅 す る こ と に な

る。

3新 モデルでの 「搾取」問題

ところで,次 の第⑦行の 「搾取」樹の有無 と傾向については,そ れが労働者

と資本の間の資産と労働の交換を前提 としている以上,ヒ 述の資産格差の影響

の結果が直接に帰結を左右する.と いうのは,ま ず,共 にコブ ・ダグラス型の

第1,第 πモデルについては.前 者の資産格差が縮小一 消滅す る一方で,後

者の資産格差は持続する以上,前 者ではこの意味の 「搾取」が長期に縮小一

消滅せざるをえず,ま た後者では長期に持続することとなるか らである。 ここ

一では⑥の結果が直接にこの帰結を生み出 していることを知ることが重要である。

ただし,他 方のAK型 生産関数の第皿.第Wモ デルではそうした 「搾取」

がそ もそ も本質的に存在しない。 というのはそもそもこれらのモデルでは消費

財生産関数がAK型 であるためにその資本の限界生産性 も一定となり,よ っ

て富者 と貧者の間の保有資産格差があったとしても資本貸借を行なうインセン

ティブが存在 しないからである。この意味で分析的マルクス主義の 「搾取」は

限界生産力の格差(そ の多 くは限界生産力逓減の仮定による)を 前提にしてい

ることを思い起 こす必要がある。なお,こ のことは時間選好率に差異があった

としても依然成立する。前に見たように第Rモ デルでは,経 済主体間に時間選

好率に差異がある場合,お のおのの資本ス トック成長率が異なり,従 って資本

ストックの絶対水準は時間と共に拡大することになる。 しか しそれで も資本の

限界生産力が経済主体間で同一であるので,資 本貸借は発生せず搾取 もあ り得

8)こ こで,搾 取 とは分析 的マ ルクス主義の考 え方にそって次 のように定義 された ものであ る。消

費財生産関数が1次 同次 なコブ ・ダグラス型である場 合,資 本 の限界生産力 は逓減す る・ この場

合、富者が自己の保有す る資本 を貧 者に貸与すれば,富 者の生産減少 よ りも貧者の生産増 加が大

きくな り,社 会的な総生産 は拡大す る,、そ して,こ の杜 会的に増大 した部分が全て富者 に取得 さ

れ ることを仮定 し,そ れを搾取 と呼んでい る。
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な い こ と に な る の で あ る 。

4「 階級分裂」の影響

なお,大 西 ・山下[2002]で は基本モデルに関して,資 本家は全所得を投資

し資本蓄積に当て,一 方労働者は全所得を消費すると仮定 した時の帰結を 「階

級分裂」のケースとして考察 した。が,以 下に見るように他の3モ デルでのこ

の帰結の検討は余 り重要でない。そのことは次のように知ることがで きる。 と

いうのはまず,こ のような仮定が第1モ デル=基 本モデルで意味を持ち得たの

は,全 資本を所有する資本家と労働者の間に交換関係が存在 し得るか らである。

資本家は消費財生産において資本に分配された取 り分を全て労働者が生産 した

資本と交換する。一方,労 働者は自分の生産した全資本を消費財 と交換するの

である。基本モデルでは.「階級分裂」としてこのような交換関係を想定す る

ことによって成長経路が最適解か ら著 しく乖離することが示された。,

しか し,第H・ 第IVモデルでは,こ のような交換関係が存在 し得ない。とい

うの も,労 働者は資本を生産せず,消 費財生産のうち資本家に分配された部分

と交換することができないからである。また,資 本家の目的が最大限資本を蓄

積す ることであれば,(4)(8)式 において φ=0と 資本家は設定することに

なる、、すると、消費財生産は常にゼロである。このような状況を考察すること

は無意味であろう。

また第皿モデルについてもこの仮定は意味を持たない。 というのは,第 皿モ

デルでは,資 本財を労働者が生産 し,消 費財を資本が生産するから資本家 と労

働者に交換関係が成立 し得る。 しかし,こ こではそもそもそうした交換関係を

最初から想定 しており,こ れは本来の第H節 で見た経路 と同じことである。こ

の意味で,こ こで改めて 「階級分裂」のケースを独 自に検討する意味が存在 し

ない、,
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お わ り に

以上で我々は4種 のモデルを見た。その結果は表1に まとめられているが,

これらの諸検討はそもそも 「マルクス ・モデル」として構築を試みた基本モデ

ルの性質をより深 く認識するためのものであった、,したがって,そ の観点から

全体を大きく振 り返ってみると次のように総括することができる。

というのは,ま ず,「 マルクス ・モデル」たる必要条件を 「労働が本源的で

あること」と理解 した場合,そ の条件の下では関数型が異なっても,長 期にお

ける成長の停止が帰結されたことである。我々の基本モデルの 「長期におげる

成長の停止」 という帰結にとって関数型は問題ではなかったのである。

そして.そ の上で,大 西 ・山下[2002]が 検討 した資産格差や時問選好率格

差の帰結のロバス ト性についての示唆も次のように得ることがで きた、,すなわ

ち,

L基 本モデルにおける 「資産格差の縮小 ・消滅」および 「搾取の長期的消

滅」という命題は労働のみを本源的要素とするモデルであれば関数型によ

らずロバス トな結果であること。第皿モデルでは 「搾取の長期的消滅」で

はなく 「搾取の不存在」となっているが,大 きく言って同様の結論 とここ

では理解 している。

2.し か し,時 間選好率格差の影響については関数型によって帰結が異なる

こと。

以上である、,

これは分析的マルクス主義が焦点を当てる 「資産格差」 とそれを基礎 とする

「搾取」が成長論モデル(そ れ も 「労働のみを本源的生産要素 とする」それ)

に組み込まれた時,そ の重要性を失うという意味で大西 ・山下[2002]の 結論

を補強するものである.
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